
はじめに 

 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、国立大学法人

法第31 条の３第１項の規定に基づき文部科学省国立大学法人評価委員会から要請を受け、

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下「法人」という。）の第２期中期目標期間

における業務の実績のうち、教育研究の状況について評価を平成28年度に実施しました。

この評価は、教育研究の特性や法人の運営の自主性・自立性に配慮しつつ、法人の教育研

究水準の維持及び向上を図るとともに、その個性的で多様な発展に資することを基本的な

方針として実施したものです。 

評価は、法人及び評価者の双方に作業のための負担を強いるものです。そのため、評価

が目的とした効果をどれほど生み、また、評価の実施過程において効率的かつ効果的な方

法がとられていたかを、評価実施後に確認することが必要となります。 

そこで、機構では、評価対象である法人、並びに評価者を対象に、評価の方法や効果に

関するアンケート調査を行いました。本検証結果報告書は、アンケート調査結果を分析し

取りまとめたものです。 

本調査でいただいたご意見については、次期の第３期中期目標期間における教育研究の

状況の評価の設計において参照し、より良い評価システムの構築を目指してまいります。 
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